
協会けんぼ 健保組合 市町村国保
上位所得者

(標準報酬月額53万円以上、 1日 た

だし書き所得600万円以上 )

約300万 人

(8. 6%)

約780万人

(25.9%)
約170万人

(5. 6%)

一 般
約3,130万人

(90. 996)

約2,240万 人

(74.0%)

約2,010万人

(65,1%)

低所得者
(市町村民税非課税 )

約 10万人

(0.4%)

約2万人

(0.1%)

約900万人

(29.3%)

計 約3,440万人
(100.0%)

約3,020万 人
(100.000)

約3,090万人

(100.0%)

高額療養費の所得区分別の加入者数
[70歳未満] ※一定の仮定を置いた粗い推計

麟飩製程爵簿薯躍凸竜ヽ ‐ sと

仮定して推計。
合から推言十。
だし、後期高齢者については4月 から翌年 2月 の平均である。
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[70歳以上 ]

協会けんぼ 健保組合 市町村国保 後期高齢者

現役並み所得者
約9万人

(15.0%)

約4万人

(14.6%)
約40万人

(8.5%)

約110万人

(8.2%)

一般
約50万 人

(78.0%)

約20万 人

(84.4%)

約300万人

(56.2%)

約740万 人

(56.1%)

低所得者 Ⅱ
約4万人

(7.0%)

約0.3万人
(1.0%)

約120万 人

(21.9%)

約240万 人

(18.3%)

低所得者 I 畜勺70フラノヽ

(13.300)

約230万人

(17.4%)

計 約60万人
(100.0%)

約30万人
(100.0%)

約530万人
(100.0%)

約1320万人

(100.0%)



高額療養費の支給実績 (平成 19年度)

支給件数 支給額 ¬件当たり支給額

医療 保険 ft!r 438n4+ 約 1兆 2177億 円 84,657円

政府管掌 約 240万件 2704億 円 112,462円

健保組合 約 158万件 1693億 円 106,986円

共済 約 52万イ牛 519億 円 99,757円

国保 約 987万 件 7248億 円 73,465円

老人保健 約 2327万 件 約 4056億 円 17,433円

計 約 3765万 件 約 1兆 6234億 円 43,115円

支給件数 支給額 1件当たり支給額

現金給付 約 2625万 件
(69.7%)

約 9142億 円

(56.3%)
34,827円

現物給付 約 1140万 件

(30.3%)
約 7092億 円

(43.7%)

62,198円

計 約 3765万 件

(1009る )

約 1兆 6234億 円

(1000/o)
43,115円

(注)国保の現物給付は「高額長期疾病 (特定疾病)」 分のみを計上 している。
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高額療養費の支給実績 (年度別 )

【医療保険計】
支給金額 (百万円 )

1,200,000

1′ 000′ 000

800′ 000

600,000

400′ 000

200′000

0

平成

1′ 400,000T― ……………――――――――………………――――――――――――――――――̈ ――――――――‐

18   19

支給件数

16,000′ 000

14′ 000′ 000

12′ 000,000

10,000,Ooo

8,000,000

6′ Ooo′000

4′ 00o′ 000

2,000′ 000

0

(年 度 )

支給件数

25′ 000,000

20,000′ 000

15,000,000

10,000,000

5′ 000′ 000

【1日 老人保健制度】
支給金額 (百万円 )

450,000

400′ Ooo

350,00o

300,Ooo

250,000

200′ 000

150′ 000

100,00o

50′ 000

0

支給件数 支給金額 (百 万円 ) 1件 当たり金額(円 )

平 成 10年 度

11

12

13

14

15

16

17

18

19

9,429,564

9,577,230

9,660,817

9,426.045

9,197,745

10,140.044

11,073,989

11,951,357

12.831,370

14.384223

796.619

822`891

850,720

831,169

806,471

998,539

1,077,485

1,112,509

1,127.518

1,217,725

84,481

85,922

88,059

88,178

87,681

98,475

97,299

93,086

87,872

84,657

支給件数

支給件数 支給金額 (百万円 ) 1件 当たり金額(円 )

平成 14年度

15

16

17

18

19

6,198.269

20,932,092

22.243.599

22,776.326

22,492,330

23,267.158

127,041

317,067

329,903

340.531

363,012

405.626

20,496

15,147

14,831

14,951

16,139

17,433

平成
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実効給付率の推移

(注 2)国 保市町村の59年度以降は、一般被保険者のみについての数値である。
(注 3)老健は、3-2ベースの数値である

`)

高額療委費    自己負担

限ri額

政管一般 組合健保 国 保

市町村

老健
被保険者
(70歳未満)

被扶養者
(70歳 未満 )

計
被保険者
(70歳 未満 )

被扶養者
(70歳 未満)

計

48年度 48.10-          30,000円 986 607 847 984 873 707
49年 度 989 719 882 987 805 892 723
50年度 730 883 989 813 895 745
5¬ 年度 51 8-                39,000円 992 733 882 810 892 750
52年度 990 735 880 988 806 888 750
53年度 982 744 877 979 810 885 760
54年度 983 749 878 980 886 765
55年度 983 755 881 816 890
56年度 56 3～ 低 15000円 978 768 882 974 818 888 775
57年度 57 9-                45.000円 979 768 885 975 813 887 78.2
58年度 58 1-                51000円 979 753 894 976 814 898 763 984
59年度 59.10～        低 30,000円 754 869 945 812 879 767 984
60年度 903 758 843 914 802 858 779 985
61年 ri 61 5-            54,000円 903 759 843 915 801 858 782 982
62年 度 903 759 842 916 802 859 785 965
63年度 904 758 842 916 804 860 786 966
元年度 7E 6～

57.000円         低 3i800円
903 842 915 801 859 785 967

2年度 904 759 843 916 802 787 967
3年度 3 5～

60,α)0円         {氏 33,600円

904 758 844 916 802 862 786 967
4年度 905 846 918 806 866
5年度 5 5～

63,000円         低 35,400円

905 848 91_9 809 868 793 958
6年度 903 760 845 913 801 861 954
7年度 902 346 910 795 857 788 948
8年度 8 6-             63,600円

131～    一般:63,600円 +10。

上位所得者:121,800円 +19。

低所得者 :35,400円
154～    一般:72,300円 +1。。

上位所得者:139,800円 +1。。

低所得者 :35,400円
18¬ 0～    一般:80,100円 +1'。

上位所得者:150,000円 +10。

「 1。。」は一定限度額を超えた医療費の 1°。

903 760 845 913 856 785 948
9年度 847 810 865 823 779 938
10年 度 8 2 752 835 764 802 92811年 度 8

8

3

3

752 788 833 799 777 92712年度 753 789 760 797 779 92413年度 8 830 756 795 92014年度 8 1 827 758 795 777
15年 度 740 750 759 759 790 1
16“ 743 756 760 797
17年度 744 759 760 80218年 J 744 755 759 760 768 807 919年度 760 767 762 772 81.3 9 1

″El'ロ リ;よ ′∪願 以 _I_tlノ /1‖ ノヽ 躍ヨを
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医療保険制度の患者一部負担の推移
～昭禾口47年

12月
昭和 48年 1月 ～ 昭和 58年 2月 ～ 平成 9年 9月 ～ 平成 13年 1月 ～ 平成 14年 10月 ～ 平成 15年 4月 ～ 平成 18年 10月 ～ 平成 20年 4月 ～

老人医療費

支給制度前

老

人

老人医療費支給制

度 (老人福祉法 )

老人保健制度

７
５
歳
以
上

後 期 高 齢 者

医療制度

国

保
3害 1

な し

入院 300円 /日

外来 400円 /月

-1000円 /日

-500円 ,日

(月 4回 まて )

十薬斉」一部負jIB

定率 1割負lB

`月

額上 IJFk付 き ,

*診療 所 は定 額 制

を選択可

薬剤一部負担の廃止

高額医療 11倉1設

定率 1書り負担

(現 役並み所得者 2割 )

定率 1割 負担

(現 役並み所得者

3宮 1)

1割負担

(現 役並み所

得者 3=リ

被

用

者

本

人

定額

負担

７
０
～
７
４
歳

2害1負担

(現 役 並み 所

得者 3割 )

若

人

国 保
3書 J

高額療養費倉1設 (S48～ )

入院 311

外来 3割 十薬斉」一部負担

31'1

薬却卜嗜隠」颯
3書リ

７
０
歳
未
満

3官 1

(義 務教育就

学 前 2搬 負

担 )

被

用

者

家

族

被用者

本 人

定領      ―, ¬11(s59～ )

高額療養費nl設

入院 2■1   ・

外来 2宮1+■ 11-部 itlリ

被用者

家 族

3宮 l tS48～ ) ―・ 入 1暁 211(S56～ )

占再ti手彙蜃tri倉り責隻   クト昇ミ311

(S48´V)

入1院 2割

外来 3秘 卜薬llll一 部ft担

(注 )・ 1994(平 成 6)年 10月 から入院時食事療養費制度創設、2006(平 成 18)年 10月 から入院時生活療養費制度倉1設
・2002(平 成 14)年 10月 か ら 3歳未満の乳幼児は 2割負担に軽減、2008(平成 20)年 4月 から義務教育就学前へ範囲を拡大
・2008(平 成 20)年 4月 か らの 70歳～74歳の高齢者の患者負担の見直 し等について、三年間凍結等
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高額療養費制度の主な改正経緯 (健康保険法関係 )

○ 高額療養費制度は、昭和48年の制度倉1設以来、数次の改正の中で、低所得者の所得区分の設定、世帯
合算方式や多数該当世帯の負担軽減、入院時の現物給付化などの見直しを行つてきた。

制度改正 (施行年月) 高額療養費制度の改正内容 その他の主な制度改正

昭和 48年 10月
医療の高度化により高額の自己負担を必要とする場合
が少なくないことを踏まえ、被扶養者について高額療
養費制度を創設

・被扶養者の自己負担の引下げ (5割 -3割 )

昭和 56年 3月
被保険者本人の低所得者について高額療養費を創設
被扶養者について低所得者の所得区分を創設

被扶養者の自己負担の引下げ (入院 3害1-2割 )

本人一部負担金 (定額)の引上げ

昭和 59年 10月

・被保険者本人の低所得者以外にも高額療養費を創設
・世帯合算方式の創設

※合算対象基準額 (一般3万円、低所得者2万 1千 円 )

・多数該当世帯の負担軽減を倉1設
・高額長期疾病の特例 (血友病、慢性腎不全)を 倉1設

・被保険者本人の定率負担 (1割 )の導入
・退職者医療制度の倉」設

平成 8年 6月 高額長期疾病の特例の対象に後天性免疫不全症候群を
追加

平成 13年 1月

高所得者の実質的な負担率が低下 していたことを踏ま
え、上位所得者のEXI分 を創設
一定額を超えた医療費の 1%を 自己負担限度額に加算

一般保険料と介護保険料を合算 した率に適用さ
れていた保険料率の上限を、一般保険料率の
に適用する改正

平成 14年 10月

・70歳以上について入院時の高額療養費の現物給付化
・平均標準報酬月額に対する自己負担限度額の水準の引

上げ (22%-25%)
・一般・上位所得者の合算対象基準額の引下げ (3万 円

-2万 1千円)

=保険料の総報酬制 (ボーナスに標準報酬月額と
同一の保険料率を賦課)を導入 (平 成15年4月 施
イテ)

・被保険者本人の 3割負担の導入 (平 成 15年 4月 施
行 )

平成 19年 4月
=70歳未満について入院時の高額療養費の現物給付化 現役並み所得のある高齢者の自己負担の引上げ

(2割 -3割 )

可処分所得の伸びを勘案して、自己負担限度額の引上げを行つてきた。
…15-
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[70歳未満] ( )は多数該当 (過去12カ 月に3国以上高額療養費の支給を受け4回 目に該当)の場合

[70歳以上 ]

注 1牌 報酬月額 :4月 から6月 鑑 料・超勤手当・家
ま繁 壕a撃撃畢毛撫曇T曇

あらかじめ決められた報 別
9菅P鼈 乱 誦 着よ

注2 1日 ただし書き所得 :収入総額から必要経費、給与所奮 じ引いたものである総所得金額に差し引いたもの。

高額療養費の現行の自己負担限度額の考え方

要  件 自己負担限度額 (1月 当たり) 所得区分要件 “限度額設定の考え方

上位所得者

[被用者保険 ]

標準報酬月額53万 円以上※‐1.

[国保 ]

世帯の被保険者全員の年間所
得 (基礎控除後)の合計額が
600万 円以上■2

150,000円 I131+

(医療費 -500,000)×
〈多数該当 83,400円 〉

1%

(1,平成15年家計調査の勤労者世帯の世帯収入5分位の第1分

位の定期収入526,939門 に相当
(2)標準報酬月額53万円に対応する旧ただ し書き所得
(3)標準報酬月額53万円に対応する総報酬月額60万円の25%
14)年 間最大負担額 (当 初3カ 月+多数該当9カ 月)が総報酬

月額60万 円の2カ 月分程度となるよう設定

一般

上位所得者、低所得者以外 80,100円 ::15+

(医療費 -267,000円 )× 1'i

(多 数該 当 44,400円 )■ 6

(5ヽ平成16年度の政管平均標準報酬月額283,208円 に対応す
る総報酬月額 (約 32万円)の 25%

161年 間最大負担額 (当 初3カ 月+多数該当9カ 月)が総報elll

月額32万 円の2カ 月分程度となるよう設定

低所得者

[被用者保険]

被保険者が市町村民税非課税

[国保 ]

世帯主及び世帯の被保険者全
員が市町村民税非課税 等

35,400F弓・17.

(多数該当 24,600円 )■ 7

17)昭 和59年改正で低所得者の負担限度額が健保15,000円 、
国保39,000円 であったものを制度間での格差を是正 して
30,000円 (多 数該当21,000円 )と した。その後、給与伸
び率、可処分所得伸び率、消費者物価指数伸び率を勘案
し、一般の自己負担限度額の引上げと平仄をとつて、平
成元年・3年 ・5年 に引き上げたが、5年 以降は据え置き。

要  件
自己負担限度額 (1月 当た り)

坐 堕

^ご

と)|
所得区分要件 “限度額設定の考え方

現役並み

所得者

[後期・国保 ]

課税所得 145万 円以上

[被用者保険 ]

標準報酬月額28万 円以上

44,400F司 . s

80,100円 ::19+

(医療費 -267,000円 )× 1%

〈多数該当44,400円 〉Ⅲ8

(3浮 0歳未満の一般の多数該当限度額に
合わせて設定

(9)70歳 未満の一般の自己負担限度額に
合わせて設定

(10平成 14年 10月 の 1割負担導入時以降、
据え置き

(11,70歳未満の低所得者の多数該当限度
額に合わせて設定

一般
現役並み所得者 、低所得者
I・ Ⅱに言亥当 しない者

12,000F]|1 lo
44,400F¬ トド8

低所得者
Ⅱ

8,000F電 ,1 lo

24,600F彎 :::||

I 15,000円 ■譜
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平均的な月収に対する自己負担限度額の水準について
○ 高額療養費の自己負担限度額は、昭和48年の制度創設時は、平均的な月給 (旧 政管健保の平均標準報酬月

額)の 50%程度となるよう3万円で設定された。
○ その後、所得水準が上昇する中で、それに見合って限度額が引き上げられてこなかったことから、平成 13

年には平均的な月給の22%程度まで低下したため、平成 14年の改正では25%程度まで引き上げた。

改定年度
自己負担限度額

(A)
改定検討時の標準報酬月

額の平均値 (B)※ 害J合 (A/3) 備考

昭和 48年 30,00o円 59, 241円 51% 平均標準報酬月額の約 50%

日召和 51年 39,000円 105, 832円 37% 昭和 48年の考え方に沿つた場合、急激
な負担増となるため 37%相 当に設定

日召和 59年 5 1,000円 189, 548円 27%

給与伸び率、可処分所得の伸び率に照ら
して限度額をスライ ド

日召和 6 1年 54,000円 207, 362円 26%

平成 元年 57,000円 224, 360円 250/0

平成  3年 60,oOo円 244, 616円 24%

平成  5年 63,000円 270,214円 23%

平成  8年 63, 600円 289, 694円 22%

平成 12年 63, 600円 +1% 290,701円 22%
医療を受けた者と受けていない者の負担
の公平を図る等の観点から医療費の 1%
の自己負担を導入

平成 14年 72, 300円 +1% 289,700円 25% 標準報酬月額の 25%に 引上げ

平成 18年 80, loo円 +1% 総報酬約 32万円※ 25% 総報酬月額の 25%に 設定

※平成 18年の改定か らボーナスを含めた総報酬に対する割合で設定。
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高額療養費制度に関する改善の要望
(平成 22年通常国会での質問 “要望等があったもの (順不同))

0 70歳 未満者の「一般区分」のうち、所得の低い層の自己負担上限額の引き下げ

〇 世帯合算の合算対象基準額 (現行70歳未満は21000円 以上のレセプ トが合算の対象 )

の引下げ、レセプ ト単位 (医科・歯科 "入院・外来別)で合算対象基準額を設定する
取扱いの見直 し

○ 歴月をまたがる場合の月単位での高額療養費の支給

○ 外来における高額療養費の現物給付化

○ 高額療養費の自動支払化など支給申請の簡素化

○ 高額長期疾病 (自 己負担 1万円)の対象となっていないものの高額長期疾病への追加

(参考)総理所信の代表質問における菅総理大臣答弁
「高額療養費制度については、患者負担に一定の歯止めをかけているが、
保険財政への影響等を勘案しつつ、その在り方を検討」 (平成 22年 6月

患者負担の現状や医療
14日 )
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(※ )「 1月 当たり総医療費」は、医療用医薬品添付文書の用法 "用量において患者の体重を60■ 口と仮定して推計 したもの。

自己負担の軽減について要望がある疾病の例

疾病名 主な病状等 治療法等 1月 当たり総医療費 (※ ) 患者数

慢性骨髄性白
血病 (CML)

病態の段階として慢性期・移行期・急性転
化期の 3段階がある。慢性期ではほとんど
無症状であるか、軽度の疲労感や満腹感が
伴う程度であるが、移行期では白血球数の
コントロールが困難となり、貧血傾向、発
熱等が現れることがある。その後、急性転
化期に至ると、急性白血病と同様の症状と
なり、治療が困難となる。治療は慢性期か
ら移行期への移行を防ぐための治療を慢性
期において行うのが中心であり、その場合
に用いられるのがグ lプ ベックの投薬を継続
する手法である。

グ !リ ベック、タシグナ、ス
プリセルの投与 (慢性期)

※なお、移行期までであれ
ば骨髄移植、急性転化期
であれば、急性白血病の
治療

(1漫性期の場合 )

グリベック :約33万 円
タシグナ :約55万 円
スプ lプ セル :約55万円

※高額療養費の支給対象となる
が、治療が続 くため月々の負担
が重い

約1万 2千人 (平成
20年患者調査 )

消化管間質腫
瘍 (GIST)

粘膜下腫瘍の一種で消化管壁に腫瘍が生 じ
る。症状が現れにくいため、腫瘍が大きく
なるまで発見されにくい。自覚症状として
は、下血、腹痛、腹部の しこりなど。切除
することが基本であるが、切除困難な場合
にはグ :プ ベ ックゃスーテン トによる投薬治
療となる。なお、グリベック等による投薬
治療により、腫瘍の増殖は抑えられるもの
の、腫瘍が完全に消失することは少ない。

グリベック、スーテントの
投与

約33万 円

約48～ 96万円

※高額療養費の支給対象となる
が、治療が続 くため月々の負担

‐
が重い

ク

ト

ツ

ン

ベ

一丁

り

一

グ

ス

不 明

関節 リウマチ

破壊性非化膿性関節炎を主病変とし、関節
の破壊、変形を来たし、自己免疫疾患の一
つとされる。進行性、全身性の炎症性疾患
であり、全身倦怠感や微熱等、多彩な全身
症状を呈する。合併症として間質性肺炎、
心膜炎等が起こることがある。関節破壊が
進行すれば、痛み・変形のため日常生活動
作が不自由になる。

レミケー ド等の生物学的製
剤の投与

約 18万 円 (体菫60kgの 場合。2か

月に1回 投与 )

※年齢・所得区分によっては高
額療養費の支給水準にまで窓口
負担が達 しない

約33万 6千 人 (平成
20年 患者調査 )

慢性閉塞性肺
疾患 (COPD)

気管支に慢性的な炎症を起こし、肺が次第
に壊れていくため、呼吸困難となる病気。

抗コリン薬吸入、在宅酸素
療法など 在宅酸素療法の場合、約10万円

約22.4万人 (平成
20年 患者調査 )
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医療保険財政の状況について
(墜雲立 :

平成19年度 20年度 21年度 22年度 備考

国民健康保険

収 入 131,168 127,166 “介護納付金等に係る費用を含む。
・平成21年度までとなつていた以下の国保財政基
盤強化策を平成25年度まで 4年間延長
i 高額医療費共同事業 (780億 円)

il 保険者支援制度 (760億 円)

||1 財政安定化支援事業 (1,000億円)

(数 字は22年度予算ベースの公費負担額 )

支 出 130,746 126,451

収支差

一月1会計減入(赤字キ‖崚
分,を加味した収支羞

422 贋
Ｊ

７
ノ

▲ 3,620 ▲ 2,383

旧政管健保
(協会けんぼ)

収 入 71,052 71,357 ∩
υ

ｒ
ｕ 900 77, 100

・平成21年 度末積立金残高 (累積赤字)は 、A
45001意 円 (

・平成22年 度か ら3年間の財政再建期間におい
て、以下の特例措置 を実施
i 保険料率の引上げ (8_2%

―→9 34%(H22))
li 国庫補助率の引上げ (13%一 164♀ i)

iii 累積赤字の 3年間の分害1償還

支 出 72,442 73,647 75,900 75,600

収支差 ▲ 1,390 ▲ 2,290 ▲ 6,000 1,500

組合健保

収 入 621003 63,717 62,966 61,581
平成21年 度は予算ベース.

平成22年 度は予算早期集計ベース。

支 出 61,403 66,778 69,173 68,186

収支差 600 ▲
つ
０

食
Ｕ

（
Ｕ ▲ 61207 ▲ 6,605

後期高齢者
医療

収 入 98,517
・翌年度に精算される国庫支出金等 (▲丁599偶

「

~

円)の精算後の収支差は1,408億 円。

菖偉J曇黒量[ξ]屋塘二:[:II:「テ朝軍支 出 95,510

収支差 3,007
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